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３つの課題
　日本の内航海運業界では、船員不足と高齢化が課題

になっており、いかに労務負荷を軽減するかが大きなテー

マとなっている。ここに挑戦したのが、199総トン型の液

体苛性ソーダ専用船“りゅうと”だ。デジタル技術をフ

ル活用した次世代の省力化内航船「スマートアシストシッ

プ」として、大型外航船で活用されている技術を小型の

内航船にも搭載できるように開発した。内航船問題への

解決策を提示した本船が、今年の「シップ・オブ・ザ・

イヤー」で小型貨物船部門賞を受賞した。

　本船の建造にあたってのポイントは３つあった。１点目

は、重労働で危険も伴う荷役作業の軽減。２点目は、高

い技量が求められる離着桟作業の軽減と安全向上。３点

目は、機関部作業の負担軽減だった。「この３つを解決

する船を建造したい」。船主の冨士汽船は、先進的な内

航船の建造で知られる本瓦造船と、内航船の将来技術

の実現を目指す「内航ミライ研究会」に相談した。「船

主からの強いリクエストをもらい、課題解決できる装備

と技術を抽出して開発を進めた」と本瓦造船の本瓦誠社

長は振り返る。

荷役作業を集中操作
　３つの課題を解決するために新たに開発したシステム

が「集中荷役遠隔システム」「離着桟支援システム」「遠

隔監視システム」だ。

りゅうと
内航船員の省力化に挑む

船名 りゅうと

船種 苛性ソーダ積載船

船主 有限会社冨士汽船

建造会社 本瓦造船株式会社

竣工年月日 2021 年 5 月 31 日

Lpp×B×D–ｄ 40.0m × 8.0m × 3.35m – 3.1m

総トン数 196 トン

速力 10.5 ノット

主機 6EY17W 749kW（1018PS）

積載貨物 苛性ソーダ、塩化カルシウム溶液

小型貨物船部門賞
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*海事プレス社より許諾を得て転載しています



　まずは集中

荷役遠隔シス

テム。このシス

テムは、ポンプ

や各種弁、液

面計測機器や

積付計算機な

ど、荷 役 作業

と船体姿勢情

報に関するあらゆる装置を連動させて遠隔で集中操作・

一元管理するシステムだ。これまでは、荷役作業はポン

プ室・デッキ上・荷役事務室の３カ所で３～４人で行っ

ている。デッキ上の作業は、夏場は酷暑、冬場は極寒下

で、危険も伴う作業だ。新開発の集中遠隔システムによ

り、荷役の初期作業であるホース接続だけ行えば、後の

作業はすべて操舵室から遠隔で操作できるようになった。

乗組員を甲板作業から解放するとともに、集中監視によっ

て荷役作業中の事故やヒューマンエラーを防止し、荷役

作業の安全性向上と省力化を図る。本瓦造船が日本舶

用工業会の新製品開発助成事業として、日本財団の助

成を受けて開発した。

　これまで、こうした荷役の遠隔操作は、大型船でしか

搭載していなかった。だがデジタル化による装置の小型

化など工夫したことで、内航船最小クラスのタンカーへ

搭載可能なシステムとして実現した。小型のケミカル船

でも使用できる遠隔バルブの実現には、ムサシノ機器が

ソフトを開発。また、カーゴポンプの遠隔操作・監視は

大晃機械工業が協力し、実現した。

離着桟作業をアシスト
　新たに開発したシステムの２つ目が、「離着桟支援シ

ステム」だ。離着桟作業は乗組員の熟練の技量を必要

とし、大きな緊張感が伴う。これを支援するため、岸壁

との距離や周囲を監視しながら、船首尾スラスターとウ

インチを連動・遠隔操作することで、狭水路でも容易か

つ安全な離着桟作業が可能になった。

操舵室で荷役機器を集中操作する
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　船首と船尾の

スラスターをそ

れぞれ単独で操

作することに加

えて、ジョイス

ティックによるワ

ンレバーで、主

機関と２台のスラ

スターを連動し

て操作でき、平行移動や旋回といった操船を可能とした。

　また、船首・船尾には、ＳＫウインチが新開発した、

ＤＩＭＷ（ドラムイン・モーター・ウインチ）を含む「ス

マートデジタルウインチ」も初搭載した。操舵室でウイ

ンチを遠隔操作できるほか、係船索の繰出し量や張力も

検出・表示可能で荷役時にも活用できる。新開発の遠隔

集中操作用統合パネル「ミライパネル」で、これらスラ

スターとウインチを連動して統合制御する。

　岸壁と本船との距離は、船陸間距離センサーがミリ波

レーダーで計測し、ミライパネルに表示する。船内各所

に設置したライブカメラからの映像と合わせて、周囲の

状況を確認しながら、安全な着桟作業を行える。今回、

「離着桟支援システム」の開発で大きな役割を担ったの

が、日本の内航船の船主や機器メーカー、設計会社など

40社以上が参加する「内航ミライ研究会」だ。内航海

運業界が抱える船員高齢化や船員不足、労働環境の改

善、温室効果ガス（ＧＨＧ）削減などの諸問題を解決す

ることを目的に2019年に立ち上がった研究会だ。遠隔化・

電動化・自動化による船上作業の効率化を中心に、多

数の研究開発プロジェクトを進めている。発足から１年

の間に開発した成果が、スマートアシストシップ内の「離

着桟支援システム」に導入された。

内航船の未来につなぐ
　３点目の新システムが、「遠隔監視システム」。エンジ

ンの運転状態や各機器に関する情報の遠隔監視、運航

データの蓄積を可能とするシステムだ。船内には、デー

デジタル電動ウインチ
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タサーバーを搭載。主機関と補機関の

温度や圧力といった運転データをサー

バーに送信・蓄積し、リアルタイムで

操舵室モニターにも一括表示する。ま

た集中荷役遠隔システムと離着桟支

援システムのデータも、サーバーに送

信・蓄積する。

　船陸間通信で、本船の荷役ポンプ

データとエンジンデータは、陸上のＰＣ

やタブレット端末でも遠隔監視できる。これにより、これ

まで陸上作業員が把握できなかった荷役情報や運航情

報を船陸間で共有できる。機関長経験のあるスタッフで

あれば、エンジンのデータに基づき陸上のモニターで現

場を見ながら適切な作業の指示を船舶に出すこともでき

る。より安全で的確な荷役作業や機関監視が可能となる。

　搭載したサーバーは、船上データサーバーの国際規

格であるＩＳＯ19847と、船舶データ形式の規格ＩＳＯ

19848に対応した。ＩＳＯ規格でデータの閲覧・保存を

可能とすることで、デジタル機器点数を減らすことがで

き、コンパクトな装置となり、小型内航タンカーに搭載

が可能となり、荷役や運航に関する多くの制御装置が搭

載できるようにもなった。

　このシステムによって、小型内航タンカーならではの

荷役作業を中心に、船内作業の必要人員が削減でき、

労務負荷も大幅に低減する。今後は、これらシステムを

広く普及する考えだ。「スマートアシストシップ」のコン

セプトは、内航船の課題解決への礎になる。

快適性を追求した新型船員室船内ライブカメラの映像を表示
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